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問1 現代の高度情報化社会においては、パソコンやスマートフォンだけでなく、冷蔵庫やエアコンといった家電製品、あるいは自
動車や工場の機械など、あらゆる「モノ」がインターネットに接続されるようになっています。このように、モノがネットワ
ークを介して情報のやり取りを行い、相互に制御や管理が可能になる仕組みを何と呼びますか。 （2023年　山口公立入試　類似）

1.  IoT 2.  AI 3.  SNS 4.  VR

問2 現代の民主政治において、主権者である国民が政治について正しく判断し、政府を監視するためには、国が保有する情報を入
手できることが不可欠です。この考えに基づき、国の行政機関が保有する文書の開示を、行政機関の長に対して求めることが
できる制度を定めた法律の名称を答えなさい。 （2019年　神奈川県公立入試　類似）

1.  行政手続法 2.  地方自治法 3.  情報公開法 4.  個人情報保護法

問3 日本の農業と食料問題に関連して、食料自給率の現状とその要因について述べた文として、正しいものはどれですか。 （2019年　

千葉県公立入試　類似）

1.  貿易の自由化によって海外から
安価な農産物の輸入が増え、国内
消費に占める国産品の割合が低下
している。

2.  食生活が変化し、国内で自給可
能な米の消費量が増えたため、食
料自給率は上昇傾向にある。

3.  日本の農業は大規模経営が中心
であり、輸出額が輸入額を大きく
上回るため、自給率は高い水準に
ある。

4.  農産物の輸入制限をさらに強化
した結果、海外の農産物が手に入
りにくくなり、食料自給率が大幅
に改善した。

問4 北半球に位置する先進工業国と、南半球に位置する発展途上国との間に存在する経済格差の問題を何というか。 （2018年　北海道公立

入試　類似）

1.  南北問題 2.  南南問題 3.  東西問題 4.  人種問題

問5 1997年のアイヌ文化振興法の制定を経て、2019年には新たに「アイヌ施策推進法（アイヌ新法）」が成立しました。この新
しい法律において、それまでの法律と異なり、法的根拠を持って初めて明記されたアイヌの人々の位置づけとして適切なもの
はどれですか。 （2021年　神奈川県公立入試　類似）

1.  日本列島北部の先住民族である
という位置づけ

2.  開拓使によって北海道に移住し
た人々であるという位置づけ

3.  琉球文化の流れを汲む少数民族
であるという位置づけ

4.  明治時代に農業を営むために蝦
夷地に入植した人々であるという
位置づけ

問6 1948年の国際連合総会において、第二次世界大戦への深い反省から、個人が等しく享受すべき権利と自由に関する国際的な基
準として初めて採択されたものは何ですか。 （2022年　愛媛公立入試　類似）

1.  世界人権宣言 2.  国際連合憲章 3.  国際人権規約 4.  児童の権利に関する条約

問7 人権の歴史における各文書の特色について述べた文として、正しいものはどれですか。 （2017年　和歌山公立入試　類似）

1.  ワイマール憲法は、世界で初め
て生存権などの社会権を保障した
憲法である。

2.  アメリカ独立宣言は、17世紀
にイギリスで国王の権限を制限す
るために出された。

3.  大日本帝国憲法は、ワイマール
憲法の影響を強く受けて19世紀末
に制定された。

4.  権利の章典は、アメリカ独立戦
争の最中に自由と平等を求めて発
表された。

問8 国と国との間で、経済活動を活性化させるために結ばれる取り決めについて説明した文として、最も適切なものはどれです
か。 （2015年　岡山公立入試　類似）

1.  特定の国や地域の間で、輸出入
にかかる関税を撤廃したり、制限
を緩めたりして貿易を促進する自
由貿易協定（FTA）を結ぶ。

2.  紛争地域における平和の維持
や、選挙の監視などを行うために
国連が派遣するPKO（国連平和維
持活動）への参加を強化する。

3.  地球環境を守るために、二酸化
炭素の排出量に一定の枠を設け、
国を越えて排出権を売買する仕組
みを導入する。

4.  発展途上国の自立を支援するた
めに、政府が資金や技術を提供し
て経済インフラを整備する政府開
発援助（ODA）を拡大する。
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答え合わせ・解説

問1 答え 1
IoT

「モノのインターネット」とも訳されるこの技術は、従来は通信機能を持たなかった製品にセンサ
ーや通信機能を搭載することで、データの収集や遠隔操作を可能にするものです。これにより、外
出先からの家電操作や、工場の稼働状況の自動管理などが実現され、社会の効率化が進んでいま
す。

問2 答え 3
情報公開法

日本国憲法第21条の「表現の自由」を根拠とする「知る権利」を保障するため、1999年に制定さ
れました。この法律により、何人も国の行政機関の長に対して、行政文書の開示を請求することが
可能となりました。地方自治体においても、同様の趣旨で情報公開条例が定められています。

問3 答え 1
貿易の自由化によって海外から安価な農
産物の輸入が増え、国内消費に占める国
産品の割合が低下している。

食料自給率とは、国内で消費される食料のうち、どれだけが国内生産で賄われているかを示す指標
です。貿易の自由化により、価格面で優位な輸入農産物の割合が大きくなったことは、日本の農業
が抱える大きな課題の一つとなっています。また、食生活の欧米化により、米よりも輸入依存度の
高い小麦や畜産物の消費が増えたことも自給率低下の要因です。

問4 答え 1
南北問題

先進工業国が北半球に、発展途上国が南半球に偏在していることから名付けられました。なお、資
源を持つ発展途上国と持たない国との間における経済格差の問題は「南南問題」と呼ばれます。

問5 答え 1
日本列島北部の先住民族であるという位
置づけ

2019年に施行されたアイヌ施策推進法（アイヌ新法）では、アイヌの人々を日本列島北部の「先住
民族」であると法律に明記しました。これは、単なる文化の振興にとどまらず、アイヌの人々の誇
りを尊重し、差別を禁止するとともに、地域振興や観光振興などの幅広い支援を国や自治体が行う
ことを定めた画期的な変化です。

問6 答え 1
世界人権宣言

第二次世界大戦における悲惨な経験に基づき、人権保障の国際的な基準を初めて示したものです。
1948年に国際連合で採択されましたが、この宣言自体には法的拘束力がないため、後に法的拘束力
を持たせるための「国際人権規約」が制定されることになりました。選択肢にある国際連合憲章は
1945年に成立した国際連合の根本原則を定めたものであり、混同に注意が必要です。

問7 答え 1
ワイマール憲法は、世界で初めて生存権
などの社会権を保障した憲法である。

20世紀に入り、資本主義の発展に伴う貧困などの社会問題を解決するため、1919年のワイマール
憲法で初めて人間らしい生活を保障する「社会権」が明記されました。一方、権利の章典は1689年
のイギリス、アメリカ独立宣言は1776年のアメリカ、大日本帝国憲法は1889年の日本で成立して
おり、成立時期や背景がそれぞれ異なります。

問8 答え 1
特定の国や地域の間で、輸出入にかかる
関税を撤廃したり、制限を緩めたりして
貿易を促進する自由貿易協定（FTA）を
結ぶ。

国境を越えた経済活動の活発化を目指す資料においては、貿易の障壁となる関税の撤廃や、相互関
係の強化が重要視されます。自由貿易協定（FTA）は、物品の関税だけでなく、サービス貿易の自
由化なども含めて市場を一体化させる仕組みです。さらに投資や人の移動など幅広い分野での協力
を含むものは経済連携協定（EPA）と呼ばれます。


